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内 容 梗 概

今度完成し国鉄川崎発電所に納入した各種監視用計器につき,その適用箇所,

いて述べる｡

岩谷六之介**
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電子管式自動平衡計器は精度が高く,動作が安定でありタービン監視用計器として使用する場合･そ

の特長を遺憾なく発揮するものである0従来長年の運転経験から割り出していたタービンの監視法もこ

れらの計器の使川により,タービンの特性にマッチした監視法が取られるようになった0
特色,動作の概要につ

〔Ⅰ〕緒

最近あいついで高能 の火力発電所が建設されている

が,熱効率の向上を計るためその計画はますます高温･

高圧,大容量化してきている｡これら高温,高圧,大容

量機はその運転,保守には高度の技術が必要である｡わ

が国のように水力発電所の出力が季節的にまた日々の河

川流量により変化する場合,これに連係する火力発電所

は頻繁な起臥停止を行わなければならない｡これにも

っとも経済的に,かつ安全な運転を行うためには従来の

タービンの場合より以上の監視用計器が必要であり,こ

れら計器を使用することにより大容量,高温,高圧化の

ために困 性が増してきた急 起動,停止をタービンの

性能にそった合理的な方法を取ることができ･また 機

を各種の悪影響から守ることもできるようになった｡

以下日立製作所でこれらの目的で製作している伸び

計 伸び差計,偏心計,回転数およびカム軸位置計,タ

ービン軸位置計につきその概要を
参考に供したいと

思う｡舞1図にこれら計器のタービンまわり配間例を示

す｡

〔ⅠⅠ〕伸び,伸び差,タービン軸位置

指示記録計

(1)伸び計,伸び差計

タービンの起動停止に際して注意すべきことは,ケー

シング,ロータの熱膨脹による伸び,ならびにケーシソ

グとロータ間の伸び である｡例として起動の時を考え

るとケーシングに生ずる熱応力ほ,肉厚の大きな部分や

水平接手のフランジ部分に外部と内部の温度差により生

ずる｡この熱応力が許容応力を えないよう制限し,タ

ーニソグの時間を定める｡しかし材料の湿度変化の割

合,流入蒸気と蒸気室との温度差を定めても,これが実

際にどのように影響しているかはケーシングとロータの

るため,直接監視する以外に方法ほ
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第1図 各種監配11は器タービン~まわり配置例

第2図 Q64型伸び指示記録計

ないのである｡

一般にロータはケーシングに比して膨脹収紡が早く,

長期間の停止後起動する時はノブルとブレード間の距離

が増す方向となるが,短時間の停止後起動する場合ほロ

ータの温度が低く,ケーシングのカが伸びるので,ノズ

ルとブレードとの接触事故を引起すことになる｡この場

介伸び計,伸び ばれあが備 これらの関係が一一日
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でわかり,かつ危険状態を事前に避けることができる｡

伸び計が単独に使用されることは少く,かならず両者を

併用するか･またほむしろ伸び差計を使用している｡弟

2図に伸び指示記録計の外観を示す｡

(2)タービン軸位置計

ロータは運転中常時推力により一方向に押されている

ことが多く･負荷の状態によっては急激に磨耗する場合

がある｡これは数分～数十分のうちに危険状態になり,

運転もただちに停止しなければならない｡また蒸気の流

入速度,流入量などにより推力の方向が変り,メタルの

もいずれの側といえない場合もあるので,これを常

時監視し危険状態に

ものである｡

すれば 報,さらにほ 断を行う

木器はとくに既設のタービンに追加設置することが多

い｡これは最新型のタービンが全部密閉型を採用し,円

板を回わす軸を外部に引出すことが困

スラスト磨耗

なので熟動型の

断装置を設けているからである｡

(3)原理,構造

(i)伸び差発 器

二つの検出コイルを使用し磁極としてロータに取り付

けられた特殊リングを挟み,一定空隙を隔ててケーシン

｣ こ

LLR-2型伸び差発信器取付説明図

第4図 LLR-3型ケーシング伸び発信器

第39巻 第7号

グに固定される｡蒸気の流入によりロータ,ケーシング

とも熱膨脹するが両者とも同一伸びであれば空隙は変

化せず･熱膨脹の程度が異なると空隙長が変りインダク

タンスの変化となり･移動量の差を電気的に検出できる｡

これらの関係を弟3図に示す｡

(ii)ケーシング伸び発信結

第4図に示すように検出コイル2個をフレームに取り

付仇全体を基掛こ固定する｡検出コイル問にほ可動鉄

片がありスピンドルを押すとレバーおよび板バネの作用

により平行移動する｡ケーシングが熱膨脹するとこれに

接しているスピンドルが押され,(i)項とまったく同一

原理で伸び量を検出できる｡

(iii)タービン軸位置発信器

検出コイルは一定の空隙を隔ててたがいに対じした形

で基礎に固定される｡この空隙間をタービン軸に直結さ

れた回転円板が軸の移動にしたがって動く｡原理的には

(i)項と同一である｡

(iv)記録計および測定ブリッジ

記録計は電子管式目動平衡計器を使用している｡弟5

図はこの原理説明図である｡測定回路に生ずる不平衡電

圧ほ記銀計内蔵の増幅器により増幅され平衡用モータに

加わる｡モータは入力電圧の極性により正,逆回転を行

い測定回路をふたたび平衡させる｡これにほつぎに述べ

るブリッジの一部をスライド抵抗とし,モータと連動さ

せて摺動子を移動し平衡をとる｡同時に指針および記録

ペンで指示記録させる｡

測定ブリッジほ検出コイル(鉄心入りインダクタンス)

を対応する辺とし,スライド抵抗,固定抵抗を含むイン

ピーダンスブリッジである｡電源にほ増幅器電源トラン

スより低圧を得てこれに当てている｡

一般にこのような回路は 導そのほかにより指示への

影響する原因が多く,これらの防止については十分に注

意を払っている｡たとえば

ッジ不平衡電圧に対す

導に対しては最小感動ブリ

圧の比,いわゆるS/N比

を2以上としている｡増幅器の利得も最大110db以上

第5図 測定原理説明図

′
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とし使用範囲を80db程度に取るとともに発信器,記録

計問の配練も対称としかつシールド繰を使用している｡

そのほか各部の整合,スライド抵抗接点の接触不良防止

などとくに注意してある｡

以上 ベた測定によりケーシングの伸びと伸び は直

接指示から,ロータの伸びほ計算により求められる｡ロ

一夕のスラストベアリング磨 による移動と熱膨脹によ

る移動とほ本質的に異なるものであり,これらを全部知

ればタービン自体の特性を解明できるのである｡

(4)検出コイル内部抵抗によるブリッジ残留電圧

弟5図に示す原理図のブリッジにおいてインダクタン

スに内部抵抗が無く,対辺に純抵抗を使用する場合,そ

の平衡条件ほエ2/エ1=R2/屈1である｡これは抵抗辺をス

ライド抵抗とすることによりインダクタンスの変化に対

し任意に平衡点を得ることを示している｡しかしインダ

クタンスにγ1,γ2なる内部抵抗がある場合■既抗辺端子電

圧と同相の残留電圧がブリッジ出力端子間に生ずる｡こ

の残留電圧の大きさは内部抵抗に比例して大きくなるた

め,これを小さくするには内部抵抗を減少させる必要が

ある｡しかし伸び差発信器のように磁気回路のうち空隙

が大きな比 を占めA.T.が空隙に消眉される場合,全

体の感度を上げ,かつ 導そのほか指示への影響を無く

するため検拍コイル巻数に制限があり抵抗最小値がおさ

えられる｡

この残留電圧は時として増幅器を完全に飽和せしめる

が,不平衡 圧とはほぼ打/2の位相であり,平衡用モー

タを回すトルクとしては働かない｡増幅器が飽和して

いると微小なる入力(たとえば最小目盛幅に相当する入

圧)があった場合増幅器出力は残留電圧と入力電圧

のベクトル和の電圧となり,モータが精密に位相調整さ

れているため,その位相ずれにより起動特性の低下すな

わち応答疫が悪くなり応答度を所要の値にすると乱調を

起すことがある｡また増幅器が飽和することにより終段

近くの真空管には過大なプレート電流が流れ,寿命を極

度に短縮する原因となる｡この対策として独

法(2)によって消去している｡

の消去

[ⅠⅠⅠ〕偏心指示記録計

タービン軸の偏心の原因としては,建設当初に静的平

衡試験,動的平衡試験により相当正確に

たものでも長年月にわたる運転の

験し調整され

果,軸受メタルの磨

耗･タービン目体の老化などが考えられる｡そのほか軸

受メタルと軸間の微小間隙にもとづく軸の動揺,起動ま

たほ停止の時熱的影響により偏心の出る場合がある｡今

タービンの

用モータで低

転を開始し蒸 hノあが入流の気 ターニング

回転をしていると機内温度がじよじよに

上昇して行く｡この時軸の各部に 膨脹の とるあカ司
､●

伸びだけでなく,直角方い如こ歪が出て偏心が起る｡

分布がある程度均一化すると偏心ほ一時無くなるが,さ

らに高速運転に入り定格回転数に する途中同 膨脹

により偏心が生ずる｡この様子は低速回転の場合と相当

に異り,軸の周辺重量による挟みが不均一なものとなり

軸受間で波打つ形状となることがある｡このまま運転す

ると振動が増大し 転を継続することが不可能となる｡

これが固有臨界速度の一つであり,極端な場合ランナブ

レードなどが共振で破壊にいたる｡木偏心記録計はこの

を､い鳳の蜘 し振動による事故を未然に防止

するものであるr〕弟d,7図は偏心記録計および電源函の

外観である｡

(り 原 嘩

原王朝妾統を弟8図に検出コイル磁極とタービン軸との

関係を弟9図に示す｡軸に∂なる偏心があると検出コ

イルを-一一辺とするインピーダンスブリッジほ不平衡とな

り,不平衡電圧を得ることができる｡この 圧ほ鉄心

の不飽和領域を使用するとほぼ偏心境∂に比例する｡

偏心したまま削が回転し始めると一担I転で不平衡電圧に

榛大,極小が現われる｡磁極と軸との空隙の最大,最小

いずれかの場合ブリッジが平衡するようにしておくと,

不平衡電圧は軸の回転数と等しい周期で変調される｡ブ

リッジの電源には搬送波を用いる｡被変 波をA2,A3

で増幅して整流,さらに搬送波をフィルタで除去すると

第6図 Q64型偏心指示記録計

第7図 偏心計電源函
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第9図 LLR-4型偏心発信器取付説明図

低周期の 調波を得,計箸詮を振らせることができる｡変

調波の周波数が低い時にほ指針はこれに応動して脈動す

る｡この振幅が偏心量である｡計器に記録計を使用する

場合,全目盛幅に対する応答時間は数秒を要するのが普

通であるが,タービン起動時のターニングの回転数は

5～6rpm程度であり十分応動する｡指示計を使用する

場合には30rpIn程度まで正確に応答し指示する｡

回転数が3,000rpmまたは3,600rpmの定格回転数

まで上昇すると変調波の周波数は50･～ または60′､と

なり応答不可能となる｡ゆえにフィルタを出た脈動波の

脈流部分のみを入力変成器T3で取り A4で増幅する｡

出力を全波整流しフィルタにより完全に直流とし計器を

指示させる｡A4の出力は軸に偏心があっても回転して

いない時は
,定格回転数に比して回転数が小さい場合

第39巻 第7 シナ

周波補m週自動'Fこ仕訳紫筈蒜

一道源祁

2,000～発振器

豊;孟…:増幅器
D ン険Ⅲ部

RF

LPF

セレン整流器

低域盲よ･芸妓宕語

M:監視用小型訂錯

R:′■電子管式記銀計

NFB

TIT3

■l-･･

負帰還回路

入力変成器

出力変成器

SWISW℡:試験用切換スイッチ

SW3:高速,低速切換スイッチ

SW4:電圧計切換スイッチ

ほほぼ零である｡このことより A2,A3のみで低 回転

用に,A4を使用することにより高速回転用にも同一装

置で偏心量を測定できるものである｡

SWl,SW2は試験用電源スイッチである｡SWlを投

入しSW2を切り換えると試験電圧で変調された電圧(基

準不平衡電圧となる)がA2の入力となり A2,A3およ

びA4の動作を最良の状態に監視することができる｡

(2)構成およびその性能

電溺行こは周波数補償型日動電圧調整器を使月｣し,

電圧,周波数変動の影響を無くLている｡自動電圧調整

器を使用Lない場合には±10%の電圧変動で指示誤差

ほ最大目盛の2%程度でる｡電源部Sは各増幅部Al,

A2,A3およびA4共用であるが,発振器にはさらに定

電圧放電管を使用し発振周波数を安定させている｡

Alほ利得にほ十分に余裕を持たせ,かつ出力波形の歪

を可能な限り小さくしている｡

検山部Dほ伸び計,伸び差計と同じく検出コイルを一

辺とするブリッジを形成し,その磁極はタービン軸に相

対して置かれる｡この検出感度ほl/100mm程 である｡

一般に検出コイルに鉄心を使用した場合ヒステリシス

現象により励磁電流ほ,奇数高調波を含みまたタービン

軸円周上の透磁

変調波に

ほかならずしも均一でなく,このため

波を含み偏心零であっても回転させると指

示として出ることがある｡このためT2の一次側で搬送

波に共振させ搬送波レベルを上げるとともに,波形改善

を行ない高 波による影響を取り除いてある｡

LPFの特性ほ50c/sで-3db,2,000c/Sで-40

dbで搬送波は完全に除去される｡

監視用計器は80皿m角の小型直流電流計,交流電圧

計を使用し装置正面パネルに取り付けてある｡ 流計は

J､



ン′

目盛0～0･4m皿にし,高速運転の場合ほその指示で.

転の場合ほ指針の脈動振幅で読み取ることができ

る｡電圧計は50V,150V二重目盛で搬送波出力電圧,

基準変調磯偏圧(試験用),電源電圧を読むことができ

る｡

記録計ほ次章に ベる1-‖悔ミ数およびカム軸位置指示記

録計と同一構造である｡

〔ⅠⅤ〕回転数およびカム軸位置指示記録計

タービンの回転数を知ることほとくにその起動時に必

要である｡運転中の回転数ほ系統の周波数により知るこ

とができるから,この場合にはバルブのカム軸位置の測

定に切換えて使用されるのが通常である｡

(り 動作原型

策11図に動作原理を示す｡1可転計用発電機は回転数

に比例した交流電圧を発生し,またカム軸位置発信器は

軸位置に対応した交流電圧を発生する｡この交流電圧を

整流して記録計にて測違を行うものである｡

(2)回転計用発電機

弟12図写真に示すような6極の永久磁石をタービン

軸端に取付けて回転させ,磁極に相対するポールピース

に巻いたコイルに交流電圧を

電機としての軸受ほ不用であ

起させるものである｡発

己高速運転に対し

てもベアリング磨耗のおそれはない｡また伺転中にも回

転軸内に給油できるよう中心部に池口が貫通している｡

(3)カム軸位置発信器

弟14図に示すように摺動抵抗器の両端に這 旺装置

からの一定電圧を印加し,カム軸の位捌こよって刷子が

移動しその位置に比例した交流電圧を得るものである｡

(4)記録計

以上両発 器からの交流電圧を整流し,直流ミリアン

ペア計にて指示および記録を行う｡記録計の原理はいわ

ゆるトルクバランス方式による電子管式日動平衡型であ

る｡すなわち交流電圧を整流し,可動コイル塾メータェ

レメソ=に印加する｡可動コイル軸にほピックアップ部

の可動鉄片が直結されており,ピックアップコイルの二

次巻線は差動巻にしてあり,可動鉄片が

中央平衡位置にある場合には二次誘起電

圧は発生しない｡測定局が変化すると~口J

動コイルが振れてピックアップ鉄片が偏

位し,二次誘起 圧が発生する｡この電

圧ほ増幅器で増幅され,平衡モータが回

転して指針および記録ペンを駆動する｡

→方平衡モータは制御スプリングを回転

して可動コイルを最初の中央位置に戻す

ように動作し,測定量の発生するトルク

と制御スプリングの回転によって発生す

視 川 計 器 771

第10図 Q64型回転数およびカム軸位置

指示記録計
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制御

スプリング､､

回 国
電源､､

月〟P

ビックアップ

中衛
モータ

第11図 回転数およびカム軸位置計原理説明｢実l

第12園 FAT型交流発電機

第13図 FAT型交流発電機取付説明図
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るいレクが平衡した位

日 立

で二次誘起電圧が零となり平衡

モータは停止し,測定量を指示記録する｡

〔Ⅴ〕振動指示記録計

タービンを運転する場合になるべく摂動を少くし,静

粛を期すことに製作者は常に苦心を払っている｡振動の

発生する原因としては不釣合重量,軸受油膜,熱的歪な

どが考えられる｡タービンに発生する振動はその波形が

正弦波に近く,かつ定常的であるから振動の波形を忠実

に記録する必要はなく,単に振幅を測定すればよい場合

が多い｡振動の周波数はタービンの回転数を別途測定す

ることによって推定することができる｡

(り 動作原理

弟15図に示すような明石製作所製の三成分振動受撮

器(3)が振幅に応じて発生する電圧を電子管式目動平衡型

ギヤノ//

し

ダニ■!

･プ■-1｢

取付ボルト ∈戸

芦∃･｡出ご
第14図 DP型カム軸位置発信器

第15図 三成分型振動受振器

評 第39巻 第7号

記録計にて指示記録するものである｡受振熟ま永久磁石

が板バネによって支持されていて振動し,これに相対し

ている固定コイルに電磁感応によって振動の速度に比例

した電圧を生ぜしめる｡この電圧を積分することによつ

て振幅に比例した電圧とし,整流した後mV記録計にて

測定する｡いま

測定すべき振動の変位

コイルの磁界に対する 位

測定すべき振動の2打時間の振動数

永久磁石振子の制振係数

永久磁石撰子の2汀時間の固有振動数

永久磁石振子および固定コイルの機械的構造に

よる定数

固定コイルむこ喜起される起電力

‡ :

≡2=

回路に流れる電流

:電気振動回路の制振係数

電気振動回路の全抵抗

電気振動回路の全インダクタソス

気振動回路の全容量

:電気振動回路の2汀時間の固有振動数

発電装置の電気的構造による定数

とすると

振子系の

+2El意+乃12ッ=A一慧
電気振動回路

･十2三2憲十乃22£=i

/ゴ ーJ･､.l･

⊥ lJJ:

振子(永久磁石)の質量は可及的大にしてあるから豆の

ッに及ぼす反作用は無視した｡いま

∬=αSin(仙汁¢｡) として定常状態における解を求

めると(制振器があるから自己振動ほただちに減衰す
●

-

lり｢

仙2)2十4(〟2己12
ヽ､

(り2

(乃22-α2)2十4(り2己22

交流電源

苧 αSin(仙≠+如-¢1一¢2)

第16[栗1振動二l~京理.ゴ己明図
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tan¢1
,tan?2=

2(〃q 2(〟£2

循12一山2'-"▲`γZ~扉｣明

この式において 山2≫乃12≧三】2,餌2≫乃22≧三22

すなわち点および去に比して大なる読Lを負荷と
すれば(積分回路) .､IJ†

となって振動の変位∬に比例した電流fが得られる｡

この電流を整流し一定抵抗に生ずる電圧降下を電子管式

自動平衡型記録計にて測定する｡この記録計の原理は

弟1d図に示すとおりである｡すなわち振動の振幅に比

例した電圧を,適時標準電池により電圧を校正される乾

電池の電圧と比較して自動的に平衡をとるものである｡

なお弟け図に振動顕幅と発生電圧および目盛形状を示

す｡
(
ユ
き
出
脚
只
召

-

--一日盛長の%

常がの

第17図 振動振幅出力電圧と目盛の関係

〔ⅤⅠ〕警 報 装 置

一般にタービンが新設された場合運転前にそのタービ

ンの特性を完全に知ることは困難なことで,設計値を基

準として警 および非常 断位置を定め,実 運転の

呆多少変更する場合が多い｡本稿にてのべた記銀計は

子管式自動平衡型であるため,トルクが強大であるので

連続可変型のカムによりマイクロスイッチで警報回路を

形成している｡本方式ほ瞬時動作式であり,従来の継電

器方式のようにブリッジ回路の不平 電圧の極性を選択

し,その大きさで比率継電器を動作させるような微妙な

調整が不用で,動作が簡単確実である｡

〔ⅤⅠⅠ〕各記録計の仕様

(り 定格

軸位置指示記録計

伸び指示記録計

伸び 指示記録計

偏心指示記録計

回転数およびカム軸位置指示記録計

振動

(2)記録紙

幅150mm

速度20mm/b

(3)時計機構

折たたみ式

1巻にて30日

気式ゼソマイ自動巻込型を

式のものも製作可能である｡

〔ⅤⅠⅠⅠ〕結

従来から伸び

ー1/､､-+2mm

O～15mm

±7.5mm

Oへノ0.4mm

O～4,200rpm

O､100%

0′､-150/∠

準とするが,親子時計

計,タービン軸位置計などは指示計器

として使用されていたが,最近の大容量のタービン発電

機には本稿に述べた各種監視用指示記録計が設置される

となってきて,既設のタービンにもこれらの計

器の追加が要求される例が多い｡これらの計器は同時に

警報および 断の目的に使用されるため,われわれは

子管式自動平衡方式を採用した｡したがって確度がほか

の方式によるものよりもはるかにすぐれており,警報,

断動作が確実なことはほかの追随を許さないものがあ

る｡

以上述べた計掛ま指示計を使用したものを除き今まで

全部輸入に頼っていたが,国産で輸入品の性能をまさに

凌駕するものが完成された｡

今回あらたに開発された各種タービン監視用計器が,

昨今とくに重要性をおびてきた火力発電所において運転

の安全,合理化,能率化のために清用されることを期待

するものである｡
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